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食品衛生レビュー№15●「もったいない」が大きな事件に

　現在の我が国おいて、食品の基本は美味しさと安全と考えます。美味しさは感覚的な条件が多く占めます。例えば、本人は甘いと思っても他人には辛く感じたり、彩り、飲食店においては店の雰囲気、使用する器、土産品の場合には購入店の包装紙、紙袋でも変わってきます。

　美味しさに反して、安全は絶対的なものです。食品営業者は安全なものを提供することが義務付けられています。しかし、安全なものであっても飲食店では「応対」、食料品では「表示」等が備わっていなければ安心は確認されません。応対、表示等は営業者、企業倫理による規律より守られ、消費者は安心して食べることができるのです。安心の積み重ねによって信用・信頼が生まれ暖簾の重さになるものと考えられます。

　5月になって、安全安心を掲げている量販店で信用・信頼を損なう事件が発覚しました。4月に横浜市に本部を持つ量販店ＹのＥ店で販売した、「カツ重」の購入者から「酸っぱい味がする」との苦情の事件でした。この「カツ重」に使用した豚肉は量販店での内規では、売れ残った場合には廃棄処分をすることになっていた「生のトンカツ（冷蔵の生豚肉）」でした。しかし、Ｅ店では大量に余ったために「もったいない」と考え、冷凍保存して、葯一ヶ月間「カツ重」にして販売していました。そこで、全店舗を調査したところ内規に反していた店が5店見つかり、店内で惣菜を調理している62店で当分の間休業することになりました。５月７日、８日の読売新聞Webで報道されており、その要旨を次のとおりです。なお、本部から謝罪公告が出されています。

５月７日読売新聞Webの要旨
神奈川を拠点とする量販店Ｙ（全店で152店舗）のＥ店が本来なら処分する生のトンカツの売れ残りを冷凍保存した上で、カツ重に調理し、原材料名なども表示しないまま販売していたことが分かった。

　同店は今年3月28日、全店共通のセールの目玉として国産豚を使ったロースカツ約1,100枚を仕入れ、１枚198円で販売。カツはパン粉をまぶした冷蔵の生肉で、消費期限は当日限りとされていた。

　内規では、売れ残りは品質が保てない恐れがあることから、すべて廃棄する決まりだったが、同店は売れ残った約330枚の生肉をすべて冷凍保存し、4月24日までにカツ重に調理して１個498円で販売。この日、２個を購入した同市内の夫婦から「酸っぱい味がして、吐き出した」と店に苦情があった。

　同店には約330枚のうち約80枚しか残っておらず、約250枚がカツ重として販売されたとみられる。店の担当者は「大量に売れ残り、もったいないと思った」と説明したという。また、販売の際、食品衛生法で義務づけられた原材料名なども、パックに表示していなかった。
　５月８日読売新聞Webの要旨

　Ｅ店のほか、新たに横浜市の2店と静岡県の3店でも内規に反して売れ残りの廃棄用生肉をトンカツにして販売していたことが内部調査でわかった。健康被害などの苦情はないという。

　5店では、3月28日に仕入れて販売した「ロースカツ」の売れ残りを冷蔵保存し、翌29日に油で揚げ、前日と同じ値段の１枚198円で計380枚を販売していた。理由について量販店Ｙは「もったいなかったからでは」としている。

　量販店Ｙは神奈川、静岡、山梨3県の店舗で調理施設のある62店の総菜調理を8日から当面自粛する。店舗事業本部長は会見で「消費者に不安、心配をかけた」と陳謝した。

　先ず、「もったない」というのは同感しますが、でも商品としてお客に販売するものは安全が担保されてからです。消費期限がたった１日だったことに疑問を持ちます。「もしかしたらそのような商品だったのか」と疑われます。しかし、今回のように「酸っぱい味する」ものは販売してはいけません。でも、１枚だけのようでしたのでお客が購入カゴに入れて持ち歩き、途中で気が変わって別の場所に置いた商品だったかもしれません。

「カツ重」の原材料となった豚肉はどのように販売していたかは不明ですが、お客がトングを使いパックに詰めていた商品なら痛んでいた可能性が高く、客の要望により店員が内側に開いた戸を開けてパックに詰めていた商品なら痛みは少なく冷凍後使用しても問題は起こりにくいと思います。今回は、内規では消費期限は当日限りされていたので、事前にパックされていたか、お客がパックに詰めたものと思います。しかし、パン粉を付けていたものですので、解凍後調理加工する際に豚肉の状態が判らなかったと考えられます。

62店中6店で内規に反した行為をしていたわけですので、社内規律が徹底していなかったもので、他の商品においても同様なことが行われていた可能性があります。そのため、店内で調理を行っていた62店において惣菜部門の休業する必要性が出てきたものと思います。目立った健康被害が出ていないようですので、返金、お見舞い金を併せても10万、20万円程度と思いますが。62店の惣菜部門休業期間の減収、それ以上に新聞、テレビ報道による全店舗の信頼低下による減収は計り知れないものになると考えられます。

飲食店において食中毒が発生した場合、発生時の損失（患者への医療費・慰謝料などの経費、休業期間中の減収）よりも、再開後の損失（信用に傷が付いたことによる来客者が減少、売上げの減収）の方が大きく経営に大きな影響を与えるいと考えられます。今回の事例においてお客の信用・信頼を取り戻すのが必要と考え、社内規律を徹底するため、あえて全総菜店を休業したものと思います。

今回の事件は、廃棄することが内規で決まっていたが、Ｅ店の誰かがほんのちょっと「もったない」が頭をよぎったことが事件の始まりと思います。これをきっかけに全店を調査したところ、他店でも同様に内規に反して、廃棄処分しなければならない豚肉を冷凍保存して再利用していたことが確認されました。幸いにも健康被害が発生していないようですが、信用・信頼を取り戻すために62店おいて惣菜部門を休業するという大きな代償を払うことになりました。もっと大きな事件にならなくて良かったと考え、これを教訓として社内規律を徹底して、再び同様な事件が起こらないように対処していけば、安いものかも知れません。

量販店、飲食店チェーン店の品質保証を担当している皆様、他山の石とせずに社内規律が徹底されているか、再確認をするよい事例と思います。（笈川　和男）

